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ナノテクノロジー・材料科学技術分野研究開発プランを推進するにあたっての大目標：「未来社会を見据えた先端基盤技術の強化」
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⑤元素戦略プロジェクト（研究拠点形
成型）
我が国の産業競争力強化に不可欠であ
る希少元素の革新的な代替材料を開発
するため、共同研究組織の密接な連
携・共働の下、物質中の元素機能の理
論解明・解析・特性評価を一体的に実
施する。

①ナノテクノロジープラットフォーム
ナノテクノロジーに関する最先端の研究
設備とその活用のノウハウを有する機関
が協力して、技術領域に応じた全国的な
設備の共用体制を構築するとともに、産
学官連携や異分野融合を推進する。

ナノテクノロ
ジー・材料
科学技術を
支える基盤
の強化・活
用及びデー
タの活用

④データ創出・活用型マテリアル研究開発プロジェクト
10年先の社会像・産業像（カーボンニュートラルの実現、Society5.0の実現、SDGsの達成
、資源・環境制約の克服、強靭な社会・産業の構築）の実現に重要な役割を果たす革新的
な機能を有するマテリアルを効率的に創出することを目的とし、従来の試行錯誤型研究に
データ駆動型研究を取り入れた次世代の共同研究組織を形成し、研究開発を実施する。

後

広範な社会
的課題の解
決に資する
研究開発の
推進

共用の活動を通じて、
我が国のナノテクノロジ
ー・材料研究の研究開
発投資の効率化と成果
最大化に資する。

後
③材料の社会実装に向けたプロセスサイエンス構築事業
死蔵させずにマテリアルを社会実装するために、産学官が
連携した体制を構築し、マテリアルを作り上げる工程で生
じる諸現象の解明、制御技術の創出、プロセスの設計を一
気通貫で取り組み、プロセスサイエンスの構築を目指す。

②マテリアル先端リサーチインフラ
我が国全体で高品質なマテリアルデータが持続的かつ効果的に創出・利活用
されるマテリアルDXプラットフォーム構想を実現するため、重要技術領域ご
とに強みを持つ先端設備群を有するハブと特徴的な装置・技術を持つスポー
クからなるハブ＆スポークの体制を構築し、最先端設備の共用及びデータ収
集・蓄積・構造化を実施する。

後

未来社会に
おける新た
な価値創出
に向けた研
究開発の推
進

中

後

中

中

中

中

中
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「超スマート社会」を実
現するために必要とな
る機能性材料・構造材
料の新たな研究手法の
開発等を推進。
また、新たな技術領域・
未来社会を切り拓く挑
戦的な基礎・基盤的な
研究開発も推進。

本年度においては、①ナノテクノロジープラットフォーム及び⑤元素戦略プロジェクト＜研究拠点
形成型＞の事後評価を実施する。それらの事後評価の結果は、その他ナノ材事業の運営の参考
とする。また、予期せぬアウトカムが得られた際には、その都度本様式へ反映する。

後

前

中

中

概要：我が国の未来社会における経済成長とイノベーションの創出、ひいてはSociety 5.0 の実現に向けて、幅広い分野での活用の可能性を秘める先端計測、光･量子技術、ナノテクノロ
ジー･材料科学技術等の共通基盤技術の研究開発等を推進する。

◆ナノテクノロジー・材料科学技術分野研究開発プログラム
概要：ナノテクノロジー・材料科学技術は、他分野の研究開発を支える基盤となる重要な分野であり、幅広い応用が期待される。望ましい未来社会の実現に向けた中長期的視点での研究
開発の戦略的な推進や実用化を展望した技術シーズの展開、最先端の研究基盤の整備強化等に取り組むことにより、ナノテクノロジー・材料科学技術分野の強化を図り、革新的な材料の
創製や研究人材の育成、社会実装等につなげる。
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○レアアース等の希少元素は高機能材料に必須※であり、世界的な需要急増や資源国の輸出管理政策による深刻な供給不足を経験した
我が国では、資源リスクを克服・超越するための「元素戦略」が必要不可欠である

○ナノレベル（原子・分子レベル）での理論・解析・制御により元素の秘めた機能を自在に活用することが、未知なる高機能材料の創製、
ひいては産業競争力向上の鍵となる

・材料領域（拠点設置機関）：
磁性材料 （物質・材料研究機構）

触媒・電池材料 （京都大学）

電子材料 （東京工業大学）

構造材料 （京都大学）

・事業期間：10年（2012～2021年度）

・我が国の資源制約を克服し、産業競争力を強化するため、希少元素を用いない全く新しい代替材料を創製する

・産業競争力に直結する４つの材料領域を特定し、トップレベルの研究者集団により、元素の機能の理論的解明から新材料の創製、特性
評価までを一体的に推進する研究拠点を形成する

・令和３年度は、これまでの研究開発を仕上げて拠点の自立化・自律化を進めるため、構築した学理は、総論レビューや書籍等を通じて成果

発信し、有望な新材料については、産業界呼び込みに必要となる試作と性能実証を推進する

概要

背景

【推進体制】

企 業 等

・内閣府（SIP）

・経済産業省/NEDO

成果の速やかな実用化に向

け、内閣府・経済産業省と

の連携体制を構築

分野の壁を打破

～理論と実験、理学と工学、物理と化学の徹底的な融合～
省庁の壁を打破

材料創製グループ

目的とする機能を

有する新材料の作製

解析評価グループ

新材料の特性の評価、

問題点の抽出

電子論グループ

基礎科学に立脚した、

新機能・高機能

材料の提案

３グループを

一体的に推進

※電気自動車（xEV）の駆動モーター用高性能磁石

やモバイル機器の大容量Liイオン電池など、あらゆる先

端産業製品に利用されている。
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